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各都道府県建設業協会会長 殿 

 
一般社団法人 全国建設業協会 

会 長 近 藤 晴 貞 
〔 公 印 省 略 〕 

 
 

「外国人建設就労者受入事業に関する告示の一部を改正する告示」 

の公布について 

 
 

時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

このたび、「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律施行規則」の改正により、第２号技能実習終了後の一時帰国時期について、

従前から認められていた第３号技能実習の開始前に加え、第３号技能実習の開

始後１年以内の一時帰国も認められることとなりました。これに伴い、外国人

建設就労者受入事業においても、標記告示により、技能実習終了後引き続き建

設特定活動を開始してから１年以内に一時帰国することが認められることとな

った旨、国土交通省より通達がありました。 

なお、この場合に係る旅費については、技能実習制度における一時帰国旅費

の負担の原則に基づき、特定監理団体が負担することとなっております。 

つきましては、当該告示の趣旨をご理解していただくとともに、貴会会員企

業の皆様に周知下さいますようお願い申し上げます。 

以上 

 

（担当：労働部 吉田） 
















